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では、地殻を線形粘弾性体とし、観測データから断層面上での地震すべりの時空間分

布を求める。高詳細三次元地殻構造モデルを用いた単位すべりに対する多数のグリー

ン関数を計算し、これを用いて地震すべりの時空間分布と観測データを結ぶ状態空間

モデルを構成する。なお、観測情報量やモデルの不確実性などによる解析の不安定さ

を回避するため、従来研究と同様に、すべり分布に対して滑らかになるように拘束を

かけることとした。これらのもとで、アンサンブルカルマンフィルタに基づく推定を

行った。 

適用例として北海道十勝沖を対象とした toy problem において本手法の性能評価を

行った。Toy problem では、北海道十勝沖の三次元地殻構造有限要素モデルを構築し、

過去の地震すべりを参考とした図３－10－(２)－①－１の参照解地震すべりをプレー

ト間に設定し、これを用いた順解析を行うことで模擬観測データを作成した。なお、

2003 年十勝沖地震の震央を原点として、-1400 km ≦ x ≦ 1400 km、-1400 km ≦ y 

≦ 1400 km、-1000km ≦ z を対象領域として有限要素モデルを構築している。また、

すべりの推定範囲として-150 km ≦ x ≦ 150 km、-150 km ≦ y ≦ 150 km を想定

し、基底関数 92 個に対するグリーン関数を有限要素法によって評価した。地表面変位

の観測地点としては、北海道から東北地方までの GNSS の観測点 202 箇所の x，y，z 方

向の 3 自由度および S-net の観測点 150 箇所を用いる。なお、この三次元地殻構造有

限要素モデルの粘弾性挙動の解析コストが膨大であり、このような解析を行うことが

従来は難しいとされてきたが、高速大規模有限要素解析手法を用いることでこの課題

を克服している。本手法により推定された地震すべりを図３－10－(２)－①－１に示

す。参照解である図３－10－(２)－①－１と比較して、良好な結果が得られているこ

とが分かる。  

図３－10－(２)－①－１ 高詳細三次元地殻モデル内の十勝沖地震の震央近傍のプレ

ート間に設定された参照解地震すべりの変位ノルム（左図）及び、この参照解地震す

べりを用いて設定された観測データと高詳細三次元地殻モデルを用いた有限要素解析

を用いたデータ同化により推定された地震すべりの変位ノルム（右図）。レジェンドの

単位は m。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 観測データにより推定された複雑な三次元不均質地殻構造を用いた地殻変動解析の

解析コストは膨大であるため、従来の地殻変動解析では半無限媒体近似などにより簡
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単化された地殻構造が用いられてきている。観測データをより有効活用していくため

に、この膨大な解析コストを軽減した地殻の弾性・粘弾性応答の解析のための有限要

素法コードの改良と、地殻構造・物性の曖昧さを考慮可能な地殻変動解析手法の開発

をこれまで行ってきた。本年度はこれらの解析手法にデータ同化アルゴリズムを組み

合わせることで、観測データとシミュレーションの融合をすすめるための基礎検討を

行い、その有効性を確認した。今後は、観測データと高詳細地殻モデルを用いた震源

シナリオ研究の高度化・プレート間モニタリングシステム実現のために、地殻構造の

曖昧さを考慮するためなどの順解析コストを抑制するための有限要素解析開発、より

効率的に観測データと粘弾性不均質構造での地殻変動シミュレーションの融合を進め

るためのデータ同化アルゴリズムの開発を進めるとともに、実問題において適用性を

検証していく必要がある。  

 

(d) 引用文献 

Ichimura, T., R. Agata, T. Hori, K. Hirahara, C. Hashimoto, M. Hori, and Y. 

Fukahata, An elastic/viscoelastic finite element analysis method for 

crustal deformation using a 3-D island-scale high-fidelity model, 

Geophysical Journal International, 206, 114-129, 2016. 

Yamaguchi, T., K. Fujita, T. Ichimura, T. Hori, M. Hori, and L. Wijerathne, 

Fast Finite Element Analysis Method Using Multiple GPUs for Crustal 

Deformation and its Application to Stochastic Inversion Analysis with 

Geometry Uncertainty, Procedia Computer Science, 108C, 765-775, 2017. 

 

② 地震サイクル計算手法の高度化 

(a) 業務の要約 

昨年までに非線形粘弾性媒質中での地震サイクル計算の準備として、非弾性ひずみ

を等価外力として扱うことで粘弾性媒質の効果を弾性体中のひずみ−応力グリーン関数

を用いて考慮する（Barbot and Fialko, 2010）の方法（Barbot 法と略）に H 行列法

（Hackbush, 1999）を適用した高速計算法を構築した。本年度は、本手法を用いて非線

形粘弾性媒質・不均質粘性構造を仮定した場合の粘弾性変形の計算を行った。 

 

(b) 業務の実施方法 

従来の境界要素法を用いた手法（例えば、Fukahata and Matsu’ura（2006））では均

質線形な粘弾性媒質しか扱うことができなかったが、地震直後の余効変動等では特に

非線形粘弾性の効果が効くことが指摘されている。Barbot 法では非弾性媒質領域を任

意の大きさの立方体や四面体セルに離散化し、ある時刻に各セルの非弾性ひずみが作

り出す応力場を、弾性体中のひずみ−応力関係を示す関数式（Barbot et al.，2017）を

用いて(グリーン関数) ×(非弾性ひずみ)の形で表す。各セルの非弾性ひずみの発展は

計算された応力と媒質の任意の構成則で決定され、非線形粘弾性媒質を扱うことがで

きる。また粘弾性領域を離散化するので、粘性構造の空間不均質を考慮することができ

るのも Barbot 法の利点である。本年度は本手法を用いて、地震直後に重要となる非線
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形粘弾性体・不均質な粘性構造を考慮した三次元モデルを仮定し地震後の粘弾性変形

の時間発展の計算を行った。 

 

(c) 業務の成果 

 厚さ 50 km の海洋プレートが、厚さ 50 km の大陸プレートの下へ角度 15°で沈み込

む三次元モデルを考える(図３－10－(２)－②－１: strike(x1)方向の断面)。プレー

トは弾性としてふるまうとし、海洋プレート下(海洋マントル)と海洋プレートと大陸

プレートの間の領域(マントルウェッジ)が、断層直下を中心に strike 方向に 800 km

の領域が粘弾性体であると仮定した。このとき、プレート境界にある断層(100 km × 

150 km)ですべり量 2.8 m の M8.0 地震が発生した後の粘弾性変形の時間発展を求め

た。 

 東北地方太平洋沖地震後の地殻変動解析から、プレート直下の粘弾性領域は非線形

な Burgers レオロジーに従って時間発展することが指摘されている(Agata et al., 

2019；Muto et al., 2019)。本研究はこれに習い、非弾性ひずみを εi = εi
M (定常

的転移クリープと拡散クリープによる成分) + εi
K (transient な転移クリープによる

成分)とした。また、全領域で温度は 1000 度と仮定し、その他の変動を支配する物性

パラメータ値は（Muto et al., 2019）と同様である。マントルウェッジは海洋マント

ルよりも含水率が高く、本研究で設定した粘弾性領域はこの含水率の違いによる不均

質粘性構造を考慮したものになっている。 

 地震発生から 50 日後及び 100 日後の有効粘性率を図３－10－(２)－②－１に示す

(εi
M に係る有効粘性率 ηM

eff [Pa･s]の分布)。有効粘性率は断層に近いところほど低

く、また地震から時間が経つほど大きくなる様子が分かる。また地震後 100 日間の累

積非弾性ひずみ εi (図３－10－(２)－②－２) は、断層に近い位置で局所的に大き

い。均質線形粘弾性変形を仮定した場合にはこのような分布は得られず、変形はより

広域に広がる。これは地震による応力変化の大きい断層近傍で他の領域に比べて粘性

が下がり、より変形が進むからである。 

 

 

図３－10－(２)－②－１ 地震後 (a) 50 日後 (b) 100 日後の有効粘性率 ηM
eff 分布の
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x1 方向に垂直な断面。 

 

 

図３－10－(２)－②－２ 地震後 100 日間の累積非弾性ひずみ εi のうち (a) x1x2 成

分及び(b) x2x2 成分の x1 方向に垂直な断面。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

昨年までに構築した、Barbot 法に H 行列法を適用して高速化を図った非弾性変形計

算手法を用いて、三次元非線形粘弾性媒質・不均質粘性構造を仮定した場合の地震後粘

弾性変形の時間発展が計算できることを確認した。粘弾性応答を考慮した地震発生サ

イクルシミュレーションへの適用に向け、どのような規模のモデルが実用的に計算可

能かを調べる必要がある。 

 

(e) 引用文献 

Agata, R., S. D. Barbot, K. Fujita, M. Hyodo, T. Iinuma, R. Nakata, T. Ichimura, 

and Hori, T., Rapid mantle flow with power-law creep explains deformation 

after the 2011 Tohoku mega-quake, Nature communications, 10(1), 1-11, 2019. 

Barbot, S., and Y. Fialko, A unified continuum representation of post-seismic 

relaxation mechanisms: semi-analytic models of afterslip, poroelastic 

rebound and viscoelastic flow. Geophys. J. Int., 182(3), 1124-1140, 2010. 

Barbot, B., J. D. P. Moore, and V. Lambert, Displacement and stress associated 

with distributed anelastic deformation in a half-space, Bull. Seism. Soc. 

of Am, 107, pp. 821–855, 2017. 

Fukahata, Y. and M. Matsu’ura, Quasi-static internal deformation due to a 

dislocation source in a multilayered elastic/viscoelastic half-space and 

an equivalence theorem, Geophys. J. Int., 166, 418–434, 2006. 

Hackbusch, W. A Sparse Matrix Arithmetic Based on H-Matrices, Part I: 

Introduction to H-Matrices, Computing, 62(2), 89–108, 1999. 
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Muto, J., J. D. P. Moore, S. Barbot, T. Iinuma, Y. Ohta, and H. Iwamori, 

Coupled afterslip and transient mantle flow after the 2011 Tohoku 

earthquake, Science advances, 5(9), eaaw1164, 2019. 

 

 ③ 南海トラフ地震発生サイクルの再現・モデル検証 

(a) 業務の要約 

 Hashimoto et al.（2014）が開発した地震発生サイクルシミュレーションシステムを

用いて、南海・東南海複合地震発生域の断層構成関係パラメーター分布の検討を行なっ

た。Aochi and Matsu'ura（2002）のすべりと時間に依存する断層構成則に基づき、地

震発生域のパラメーターの値や分布を変えた２通りのモデルを設定して、各モデルにつ

いて、準静的テクトニックローディングのシミュレーションを実施した。南海及び東南

海の両地震発生域の最大ピーク強度を同程度に高く（～４MPa）設定したケースでは、

典型的な地震発生サイクル間隔に相当する経過時間では、東南海域の固着域のパターン

は時間と共に大きく変化しない。準静的なフレームワークで全地震発生域に突然の大き

なすべりを許して求めた解は、南海地震に相当するすべりのピークの他に、東南海地震

に相当するすべりのピークが再現される。東南海域のピーク強度のみをより低く設定し

たケースでは、東南海域の固着域のパターンは時間と共に大きく変化する。本業務の成

果に基づき、今後、地殻変動データの時系列解析などを用いて、固着域パターンの変化

を詳細に検討することにより、南海・東南海複合地震発生域の断層構成関係パラメータ

ー分布の制約条件を検討することが可能になると考えられる。 

 動的破壊伝播シミュレーションによる地震破壊可能性の評価を効率的に行なうため

に、準静的テクトニックローディングのシミュレーションにより与えられた初期条件か

ら破壊開始の可否・地震の規模を推定する手法を検討した。その結果、事前に推定した

断層構成則から予測される Gc(臨界破壊エネルギー)と初期応力分布から推定される準

静的すべり量分布から予測される G(破壊エネルギー)を震源核生成領域(nucleation 

zone)周辺において計算し、G-Gc を評価することで、破壊が広がり巨大地震へと成長し

ていくか、破壊成長ができずに小地震として終わってしまうかの評価を行った。その結

果、G-Gc は nucleation zone 近傍における破壊伝播速度の加速と良い相関があり、G-Gc

を適切に評価することで、巨大地震の発生可能性を評価できる可能性があると考えられ

る。 

 

(b) 業務の実施方法 

 Hashimoto et al.（2014）が開発した地震発生サイクルシミュレーションシステム

は、地震発生の物理に基づき地殻応力状態の時間発展を再現するための理論的なフレ

ームワークを与える。これを用いることにより、適切な断層摩擦特性の設定の下で、或

る時点の応力状態を推定し、次ステップの地震発生シナリオを生成することが可能で

ある。Hashimoto, Urata, and Fukuyama（2017）、Urata, Fukuyama, and Hashimoto

（2017）は、準静的テクトニックローディングシミュレーションから得られた応力状態

と断層構成関係を初期条件・境界条件とする動的破壊伝播シミュレーションにより、任

意の時点での地震破壊可能性を評価する手法を開発し、地震発生シナリオ生成の試行
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を可能にした。 

 以上の地殻応力状態の時間発展を再現するフレームワークでは、過去のすべり履歴

を整合的に再現し得る断層摩擦特性の設定が重要な課題である。今年度は、昨年度まで

の研究成果を踏まえて、これまで検討した南海域に、東南海域を加えた複合地震発生域

の断層構成関係パラメーター分布の検討を行なった。Aochi and Matsu'ura（2002）の

すべりと時間に依存する断層構成則に基づき、地震発生域のパラメーターの値や分布

を変えたモデルを設定して、各モデルについて、準静的テクトニックローディングのシ

ミュレーションを実施した。また、動的破壊伝播シミュレーションによる地震破壊可能

性の評価を効率的に行なうために、準静的テクトニックローディングシミュレーショ

ンにより与えられた初期条件から、破壊開始の可否・地震の規模を推定する手法を検討

した。 

 

(c) 業務の成果 

 今年度の業務実施の結果、以下の成果を得た。 

（１）南海・東南海複合地震発生域の摩擦特性とすべり遅れレート分布の時間変化を調

べるために、Aochi and Matsu'ura（2002）のすべりと時間に依存する断層構成則の基

本的なパラメーターである，，c の値や分布を変えたモデル（Case 2019-１及び Case 

2019-２）を設定し、各モデルについて、準静的テクトニックローディングのシミュレ

ーションを実施した。図３－10－(２)－③－１に、南海及び東南海の両地震発生域の最

大ピーク強度を同程度に高く設定した場合（Case 2019-１）のすべり遅れレート分布の

スナップショットを示す。ここでは、地震発生直前の最大ピーク強度を 4MPa 程度にな

るように設定している。南海域のすべり遅れレート分布は、基本的に、南海域単独です

べり遅れが進行している場合の結果（昨年度成果報告書 Case 2018-１を参照）と同様

のパターンになり、その時間変化もほぼ同様になる。Case 2019-１では、東南海域でも

すべり遅れが進行する。東南海域のピーク強度が南海域と同程度に高くなるように設

定されているため、この地域の典型的な地震発生サイクル間隔に相当する経過時間で

は、固着域のパターンは大きく変化しない。一連のスナップショットの右端のパネルは、

準静的なフレームワークで全地震発生域に突然の大きなすべりを許して求めた解であ

る（大地震の最終すべり分布に相当する）。このケースでは、南海地震に相当するすべ

りのピーク（西側の二つのピーク）の他に、東南海地震に相当するすべりのピーク（東

側のピーク）が再現される。 
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図３－10－(２)－③－１ 準静的テクトニックローディングシミュレーションによる

南海・東南海域のすべり遅れレート分布の時間発展。右端のパネルのみ、地震時の 

すべり量を表わす。すべり遅れレートのスナップショットに於いて、地震間の青コン 

ターはすべり遅れレート、赤コンターはすべり過ぎレートを表わす（１cm/yr 間隔）。 

地震時（０+ yr）の赤コンターは、すべり量を表わす（0.5 m 間隔）。 

 

 Case 2019-１に比べて、東南海域のピーク強度をより低く設定した場合（Case 

2019-２）のすべり遅れレート分布のスナップショットを、図３－10－(２)－③－２に

示す。このケースでは、構成関係パラメーター分布は、南海域については、Case 

2019-１と同様に、地震発生直前の最大ピーク強度を４MPa 程度になるように設定し、

一方、東側に位置する東南海域については、最大ピーク強度が低くなるように設定し

ている。このケースでも、南海域のすべり遅れレート分布は、基本的に、Case 2019-

１と同様のパターンになり、その時間変化もほぼ同様になる。しかしながら、東南海

域のすべり遅れレート分布は、時間と共に大きくそのパターンが変化する。また、地

震発生域全域に突然の大きなすべりを許して求めた準静的な解（大地震の最終すべり

分布に相当する）は、Case 2019-２についても、Case 2019-１と同様に、南海地震に

相当するすべりのピーク（西側の二つのピーク）の他に、東南海地震に相当するすべ

りのピーク（東側のピーク）が再現される。しかしながら、東南海域に於けるすべり

量は、Case 2019-１のケースと比べて小さい。 
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図３－10－(２)－③－２ 準静的テクトニックローディングシミュレーションによる

南海・東南海域のすべり遅れレート分布の時間発展。右端のパネルのみ、地震時のすべ

り量を表わす。すべり遅れレートのスナップショットに於いて、地震間の青コンターは

すべり遅れレート、赤コンターはすべり過ぎレートを表わす（１cm/yr 間隔）。地震時

（０+ yr）の赤コンターは、すべり量を表わす（0.5 m 間隔）。 

 

（２）準静的テクトニックローディングのシミュレーションにより与えられた初期条

件から破壊開始の可否・地震の規模を推定するために、(１)で得られた地震間すべり遅

れ分布の時間発展モデルによって得られた、初期応力分布と断層破壊構成則を用いて、

初期クラックから破壊が不安定すべりへと成長するかどうかの検討を行った。まず、

Uenishi & Rice (2003)を使って初期クラックの大きさを設定し、初期クラックの少し

外側において、臨界破壊エネルギーGc と破壊エネルギーG の計算を行った。Gc は(１)

で得られた断層破壊構成速より直接求めた。G は、初期クラックが準静的に断層破壊構

成則に従いすべりを生じると仮定し、初期クラック内のすべり量分布の推定を行った。

さらに、そのすべり分布によって生じる初期クラック外側の応力変化量を求め、初期応

力分布を考慮し、G の推定を行った。このようにして G-Gc の値を求めた。G-Gc と破壊

成長が起こって巨大地震へと成長するか否かの評価を行うために、(１)によって得ら

れた初期応力分布と断層破壊構成則を用い、動的破壊伝播シミュレーションの計算を

行い、シミュレーションによって得られた破壊伝播速度をもちいて、G-Gc が破壊が成

長するか否かを事前に判断する指標となりうるかどうかの検討を行った。その結果、G-

Gc と破壊伝播速度の加速との間には良い相関があり、G-Gc が事前に評価できれば、破

壊が開始したのち、地震が巨大地震へと発展していくのか、小地震で終わるのかの良い

指標となることがわかった。 
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図３－10－(２)－③－３ プレート境界の初期応力分布と摩擦構成関係の条件の下

で、地震断層の破壊開始の可否と最終的な地震の規模を推定する試み。３D 動的破壊

伝播シミュレーション結果（右上）を初期値として初期破壊域周辺での滑り量を求め

（左下）、それが引き起こす周囲の応力強度が破壊強度を超えると大地震へと破壊が進

展する（右下）。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 Hashimoto et al.（2014）が開発した地震発生サイクルシミュレーションシステム

を用いて、南海・東南海複合地震発生域の断層構成関係パラメーター分布の検討を行

なった。Aochi and M. Matsu'ura（2002）のすべりと時間に依存する断層構成則に基

づき、地震発生域のパラメーターの値や分布を変えたモデル（Case 2019-１及び Case 

2019-２）を設定して、各モデルについて、準静的テクトニックローディングのシミュ

レーションを実施した。南海及び東南海の両地震発生域の最大ピーク強度を同程度に

高く設定したケース（Case 2019-１）では、典型的な地震発生サイクル間隔に相当す

る経過時間では、東南海域の固着域のパターンは時間と共に大きく変化しない。準静

的なフレームワークで全地震発生域に突然の大きなすべりを許して求めた解（大地震

の最終すべり分布に相当する）は、南海地震に相当するすべりのピーク（西側の二つ

のピーク）の他に、東南海地震に相当するすべりのピーク（東側のピーク）が再現さ

れる。これらの結果について、昨年度までに開発した、動的破壊シミュレーションを

用いて地震発生シナリオを生成する手法を用いることにより、任意の時間ステップ毎

に、地震破壊は何処から始まり得るか、開始した破壊は伝播し得るか、破壊はどのよ

うに伝播するか、破壊はどこまで広がるか、等の議論を定量的に行なうことが可能で

ある。東南海域のピーク強度のみをより低く設定したケース（Case 2019-２）では、

東南海域の固着域のパターンは時間と共に大きく変化する。今後、地殻変動データの
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時系列解析などを用いて、固着域パターンの変化を詳細に検討することにより、南海・

東南海複合地震発生域の構成関係パラメーター分布の制約条件を検討することが可能

になると考えられる。 

 動的破壊伝播シミュレーションによる地震破壊可能性の評価を効率的に行なうため

に、準静的テクトニックローディングのシミュレーションにより与えられた初期条件

から破壊開始の可否・地震の規模を推定する手法を検討した。その結果、G-Gc の値を

推定することにより、地震が小地震で終わるのか大地震へと成長していくのかを事前

に推定できることがわかった。この知見によって、地震シナリオの作成において、巨

大地震に成長する場合の条件を事前に与えることができるため、長大な計算をする必

要がなくなり、シナリオ作成を非常に効率的に行うことが出来るようになった。 

 

(e) 引用文献 

Hashimoto, C., E.Fukuyama, and M.Matsu'ura, Physics-based 3-D simulation for 

earthquake generation cycles at plate interfaces in subduction zones, Pure 

Appl. Geophys., 171, 1705–1728, 2014.  

Aochi, H. and M.Matsu'ura, Slip-and time-dependent fault constitutive law and 

its significance in earthquake generation cycles, Pure Appl. Geophys., 159, 

2029-2046, 2002. 

Hashimoto, C., Y. Urata, and E. Fukuyama, Physics-based simulation for possible 

interplate earthquakes along the Nankai trough, JpGU-AGU Joint Meeting, 

2017. 

Urata,Y., E. Fukuyama, and C. Hashimoto, A possible dynamic rupture scenario 

of the Nankai-trough earthquakes, southwest Japan, IAG-IASPEI General 

Assembly, 2017. 

Uenishi, K., and J. R. Rice, Universal nucleation length for slip-weakening 

rupture instability under nonuniform fault loading, J. Geophys. Res., 

108(B1), 2042, doi:10.1029/2001JB001681, 2003. 

 

④ 地震発生シナリオの評価 

(a) 業務の要約 

南海トラフの西端に位置している日向灘では近年、スロー地震や M５－６の地震が発

生するなど、地殻活動が活発である。例えば、日向灘から豊後水道にかけて長期的スロ

ースリップイベント(L-SSE) が繰り返し発生している。最近では 2018－2019 年に発生

した。その updip 側では、2019 年３月と５月に M5.4－6.3 の地震が５回発生した。と

もに、過去の M７前後の地震（３月の地震は 1970 年の地震、５月の地震は 1996 年 10

月の地震）の震源域とほぼ同じエリアで発生したと見られる(図３－10－(２)－④－１)。

将来の大地震の震源域となりうる強く固着した領域の端では、応力集中が生じやすい。

それまで比較的静穏であった領域で地殻活動が活発になってきたということは、それ

まで強く固着していた領域で固着がはがれてきていることを示唆している。つまり、そ

の付近で大地震発生が近くなっている可能性がある。そこで本年度は、南海トラフおよ
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び日本海溝での地震発生サイクルシミュレーションの先行研究で得られた知見に加え

て、新たなモデルで得られた結果をもとに、日向灘におけるプレート固着の現状や今後

起こりうるシナリオについて検討した。 

 

 

図３－10－(２)－④－１ 日向灘周辺における過去数十年間の長期的スロースリップイベ

ント（L-SSE）とこれに前後して発生した M7 級の地震活動及びこれに伴う地震余効変動の

時空間分布のまとめ。 

 

(b) 業務の実施方法 

摩擦パラメータ A（= aσ）、B（= bσ）、L（特徴的すべり量）について、過去の地震

の震源域やスロースリップイベントの震源域、地殻変動観測から得られる知見などを

参考に空間分布を仮定して、地球シミュレータを用いた地震発生サイクルのフォワー

ド計算によって行う。フォワード計算では、プレート境界で発生する地震の繰り返しを、

プレート相対運動からのずれの蓄積と解放過程としてモデル化する（例えば、Rice, 

1993）。プレートの相対運動に起因するすべりによって生じる準動的近似でのせん断応

力変化と、強度の変化に伴うすべりの時空間変化を計算する。プレート境界面の摩擦は、

すべり速度・状態依存摩擦則（Dieterich, 1979）に従うと仮定し、断層の構成則は

Nakatani（2001）に従うと仮定した。強度の時間発展則には、slowness（aging）law

（Dieterich, 1979、Ruina, 1983）を用いた。地震波の放射によるエネルギーの減衰を

準動的に近似する項（ダンピング係数）は、小さめの値を仮定した（Nakata et al., 

2016）。摩擦パラメータの空間分布は、階層アスペリティモデルに従い、A-B<０かつ小

さな L の領域内に、地震の震源域や SSE 発生域として、さらに不安定な領域を与えた。 
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日向灘単独で起きうる大地震としては２タイプある。約 200 年に１回の頻度で発生

している M7.5 以上の地震（1662 年・1968 年）と、10 数年－数 10 年間隔で発生してい

る M７前後(6.7－7.2)の地震（1970 年・1996 年など）である (図３－10－(２)－④－

１)。先行研究 (Nakata te al., 2014; Hyodo et al., 2016)により、1968 年の地震の

震源域を含む日向灘北部は、南海トラフで発生する M>8 地震震源域を誘発する可能性

や、震源域に含まれる可能性も示唆されている。一方、1662 年の地震の震源域を含む

日向灘南部は、2011 年東北地方太平洋沖地震前の状況との類似点もみられる。従って、

これまでに南海トラフ (Nakata et al., 2012, 2014; Hyodo et al., 2016)や日本海

溝で構築したモデル (Nakata et al., 2016)を参考に、摩擦パラメータの空間分布を

仮定した（図３－10－(２)－④－２）。簡単のために、200 年に１回の頻度で発生する

M7.5 以上の地震と、一回り規模が小さく繰り返し間隔も短い M７前後の地震を１つず

つモデルに組み込んだ。日向灘北部と南部の M７前後の地震を一つの不安定パッチで代

用し、豊後水道 SSE のパッチに関してはパラメータ調整を行わず、日向灘の SSE はモデ

ルに組み込まなかった。 

 

 

図３－10－(２)－④－２ 計算に用いた摩擦パラメータの例。 
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(c) 業務の成果 

図３－10－(２)－④－３に得られたシナリオの例を示す。まず、日向灘南部で M6.4

の地震が 69 年間隔で発生した。その７年後、日向灘北部で M>７の地震が発生した。そ

の 4.3 年後に日向灘南部で発生した M6.4 の地震は、同じ場所での繰り返し間隔が 12 年

と短いことから、北部での M>７地震に誘発されたともみなせる。しかし、これらの地

震が次の大地震を誘発することはなく、86 年後に南海トラフ地震が発生した。この 22

分後に日向灘北部でも、地震性すべりが発生した。このように、日向灘北部における M>

７の地震が、必ずしも南海トラフ地震を誘発するわけではないといえる。誘発されるか

どうかは、南海トラフ地震震源域の固着状態に影響を受けていると考えられる。 

 

 

図３－10－(２)－④－３ 得られたシナリオの例。日向灘北部の地震が南海トラフ地

震を誘発しない場合。すべり速度分布を色分けして示す。(a)-(b)日向灘南部で M6.4 の

地震が 69 年間隔で発生。(c)(b)の７年後、日向灘北部で M>７の地震が発生。(d)(c)の

4.3 年後（b の 12 年後）に日向灘南部で M6.4 の地震発生。(e)(f)の 1.6 年前。(f)(c)

の 86 年後、南海トラフ地震発生。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフでのプレート境界すべりの推移予測の妥当性検証と予測の試行に向けて、

日向灘から四国沖において地震発生サイクルシミュレーションを行った。本年度は、南

海トラフおよび日本海溝での地震発生サイクルシミュレーションの先行研究で得られ

た知見に加えて、新たなモデルで得られた結果をもとに、日向灘におけるプレート固着

の現状や今後起こりうるシナリオについて検討した。その結果、日向灘の地震が南海ト

ラフ地震を誘発するかどうかは、南海トラフ地震震源域とその周辺での固着状態に関

係していることが本研究でも確認できた。今後は、豊後水道や日向灘における SSE もモ

デルに組み込み、それぞれのイベントとの関係についても検討することが望まれる。 
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⑤ 巨大地震の震源モデル及び地殻・地盤モデル開発 

(a) 業務の要約 

 不均質 SMGA 場の震源モデルの地震動生成能力を確認するため、2011 年東北地方太

平洋沖地震で最初に破壊した SMGA に適用し、近傍の比較的硬い地盤の観測点で理論グ

リーン関数を用いて波形合成を行った。観測と合成フーリエスペクトルの周波数変化

は、３Hz 以下では整合することを確認した。 

 南海トラフ巨大地震の地震動シミュレーションに必要な地震波伝播経路の地殻・地

盤速度構造モデルの高度化のため、昨年度までに整備した熊野海盆～外縁隆起帯周辺

での周期２～20 秒の Love 波基本モード群速度のデータセットを解析した。群速度ト

モグラフィを行い、群速度の空間分布を求め、得られた群速度分散曲線を逆解析する

ことで、熊野海盆周辺の堆積層～付加体の三次元Ｓ波速度構造を高度化した。 

 

(b) 業務の成果 

１）強震動予測のための巨大地震震源モデルの構築 

 強震動予測のためのプレート境界地震震源モデルは、強震動予測の対象周波数（0.1

～10 Hz）で定義される SMGA（強震動生成域）をベースに構築するという方針を立て、

これまでに、Mw 5.9～9.1 のプレート境界地震に対して求められた既往の SMGA モデル

のパラメータの分布から、応力降下量分布とすべり分布の不均質分布モデルを構築し、

これらの不均質分布を取り込んだ破壊伝播、すべり速度関数の設定方法を確立した。こ

の不均質 SMGA モデルの地震動生成能力を確認するため、2011 年東北地方太平洋沖地震

の SMGA をこの手法でモデル化し、地震動の合成を行った。 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の東北地方の観測記録には、構造物に影響を与える周

期帯（およそ 0.1～1.0 Hz）では複数の波群が時間を空けて現れ、それぞれの波群に対

して SMGA が推定されている。ここでは、それらの SMGA のうち、最も早く破壊した宮城

県沖の SMGA（SMGA1）と対応する波群（図３－10－(２)－⑤－１）を対象に、近傍の、

比較的硬い地盤の観測点（MYG011：国立研究開発法人防災科学技術研究所 K-NET 牡鹿）

で理論グリーン関数により波形合成を行う。 

 東北地方太平洋沖地震の SMGA1 の、不均質 SMGA のモデル化には、Asano and Iwata

（2012）の推定したパラメータを参考にした。大きさ、位置についてはそのままを採用

し、応力降下量、すべり量、破壊開始時刻、破壊伝播速度、ライズタイムについては、

不均質分布の平均値とした。既往地震の SMGA の平均応力降下量－面積の関係、平均す

べり量－面積の関係に合うように作成してあった“地震が起きれば SMGA になるような

場の応力降下量とすべり量の不均質分布”から、SMGA1 と同様の面積で、同様の平均応

力降下量、平均すべり量を持つ部分を切り出して、不均質 SMGA1 モデルの応力降下量、

すべり量分布とした。分布は、500 m 間隔のグリッドで表現した。ライズタイム分布は、

すべり量に比例する不均質を導入した。すべり速度関数は、各部の応力降下量、すべり

量、ライズタイムから中村・宮武（2000）に基づいて作成した。破壊伝播速度分布は、

Guatteri et al.(2014)に基づき応力降下量と破壊開始点からの距離とから計算される
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破壊エネルギーにより計算し、破壊伝播速度分布と破壊開始点位置から破壊時刻を計

算した。設定した不均質 SMGA1 モデルの応力降下量分布、すべり分布、破壊時刻分布を

図３－10－(２)－⑤－２に示す。 

 波形合成は、離散化波数法（Bouchon, 1981）と反射透過係数法（Kennett and Kerry, 

1979）の組み合わせにより成層構造の理論グリーン関数を 0.1～４Hz の範囲で計算し

て行った。要素震源領域内の破壊伝播の効果を Sekiguchi et al. (2002)により考慮し

た。地震波の散乱による高周波数での放射特性パターンの消失を考慮し、各点震源から

の要素地震波の放射特性を１～５Hz の間でダブルカップルのものから、平均場の値

（Boore and Boatwright, 1984）へ変化させた。図３－10－(２)－⑤－３に観測と合成

の速度波形の transverse 成分、radial 成分の比較、および、フーリエスペクトルの比

較を示す。合成波形の振幅は観測波形のそれを過大評価気味となった。フーリエスペク

トルの比較を見るとわかるように、３Hz 以下では計算波形の radial 成分は観測よりや

や過小評価でありながらも周波数変化は整合しているのに対し、４～５Hz 付近では計

算が大幅に超過しているためである。これは、破壊伝播に伴うすべり速度関数の足し合

わせが、十分滑らかに行われていないことによるかもしれない。要素震源の間隔は 500 

m で平均的な破壊伝播速度は 4000 m/s であり、震源の離散化による人工的な周波数の

ピークは２Hz と考えられるが、破壊伝播速度の変化もあるため、より低い周波数に影

響が出ている可能性がある。この波形合成は、観測を合わせこむためのものではなく、

理論 SMGA モデルとして広帯域で現実的な地震動の生成がなされているかを確認するも

のであり、radial 成分の合成結果は、本業務で提案している不均質 SMGA モデルに統計

的な高周波成分を含まない理論グリーン関数の組み合わせで、0.1～３Hz の範囲の強震

動が合成できる可能性を示していると考えられる。なお、transverse 成分は２Hz 以下

で計算が大幅に過小評価になっているが、これは、観測点が SH 波のノードに近い方向

に位置し、１次元地下構造による理論グリーン関数では振幅が非常に小さくなる一方、

実際の観測波形は、実地震のメカニズム解のバラツキや、地下構造の３次元的不均質や

ランダムな不均質により、低周波数帯でもそれほど振幅が小さくならないこと、また、

逆にノードに近い要素震源からの高周波成分がここで行われた放射特性の補正で現実

以上に拡大されていることによると考えられる。 

    

図３－10－(２)－⑤－１ 左）東北地方太平洋沖地震の SMGA１モデル 

（Asano and Iwata, 2012）と MYG011 観測点の位置。右）MYG011 観測点の観測波形 

（速度波形 0.1～10 Hz）。 
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図３－10－(２)－⑤－２ 2011 年東北地方太平洋沖地震の SMGA１を対象として作成した 

不均質 SMGA モデルの応力降下量、すべり、破壊時刻の分布。 

 

  

図３－10－(２)－⑤－３ 左）MYG011（K-NET 牡鹿）における観測波形と合成波形の 

比較。右）観測スペクトル（黒線）と合成波形のスペクトル（赤線）の比較。 

実線が radial 成分、点線が transverse 成分。 

 

２）地震波干渉法による熊野海盆周辺の地殻・地盤速度構造モデルの高度化 

 南海トラフ巨大地震による長周期地震動の生成・伝播特性に重要な役割を担う、震

源域から陸域における伝播経路モデル化の高度化に資する情報を得るため、海域の観

測点の連続記録から抽出した２点間相互相関関数を利用した研究開発を進めている。

南海トラフ想定震源域周辺の付加体が長周期地震動の増幅特性に大きく寄与している

ことは、2004 年紀伊半島沖地震の観測記録の分析や地震動シミュレーションなどの既
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往研究（例えば、Yamada and Iwata, 2005、Furumura et al., 2008、Nakamura et 

al., 2014）でも指摘されていることから、震源域と陸域の間に位置する付加体の地震

波速度構造を高度化することは、南海トラフ巨大地震の震源モデルシナリオを反映し

た地震動シミュレーション研究の高精度化のためには不可欠であると考えられる。 

 平成 26 年度に、熊野海盆周辺海域において地震・津波観測監視システム（DONET1）

を運用する国立研究開発法人海洋研究開発機構地震津波海域観測研究開発センターよ

り、DONET1 の広帯域地震計 20 点の連続波形データ約 1.6 年分（2013 年１月 15 日～

2014 年９月２日）の提供を受け、データフォーマットの変換作業を実施した。DONET1

の各観測点には、Guralp 社製広帯域地震計 CMG-3T が設置され、３成分の地動速度記録

がサンプリング周波数 200 Hz で収録されており、本業務ではこのデータを使用した。

平成 26 年度に整備したデータセットを用い、南海トラフ地震時の長周期地震動の生成

に大きく寄与していると考えられている熊野海盆付近の付加体の地殻構造に注目し、

観測点間の相互相関関数を抽出するための地震波干渉法によるデータ解析を進めてき

た。前年度までに、熊野海盆周辺の観測点間の群速度構造を精度よく推定するための

解析を精査し、各観測点間の波動場の相互相関関数（観測点間グリーンテンソル９成

分に対応するもの）を推定した。２点間の相互相関関数に表面波が卓越している場

合、T-T 成分は、主として Love 波の伝播に対応する。なお、Rayleigh 波は、海水層の

影響も受けることで、波動場の取り扱いに注意を要するのに対し、Love 波について

は、海底面でのせん断応力が０であることから、海底面は自由表面と同じ取り扱いが

できる。このため、海底下のＳ波速度構造を検討する目的のためには、Love 波（T-T

成分）に対象を絞って解析した。次に、Multiple Filter Analysis（Dziewonski et 

al., 1969）による時間－周波数解析を行い、各観測点ペアに対して、周期毎の群遅延

時間を求めた。２地点間を伝播する表面波の伝播経路を２地点間の大円経路で近似で

きると仮定し、２地点間の距離を群遅延時間で割ることにより、そのペアのその周期

における群速度推定結果とし、Love 波基本モードの群速度のデータセットを整備し

た。平成 31 年度（令和元年度）は、平成 30 年度までに得られた各観測点ペアの Love

波基本モード群速度及び群遅延時間のデータセットを用い、熊野海盆周辺での群速度

トモグラフィ及び S 波速度構造モデルの高度化を実施した。 

 まず、群速度を二次元空間にマッピングするため、各周期の Love 波基本モード群速

度を用いた群速度トモグラフィを実施した。群速度トモグラフィの手法は、大阪堆積

盆地で同様の解析を実施した Asano et al. (2017)の手法に従った。DONET1 観測点の

分布する熊野海盆周辺領域を平面直角座標系 VI 系上で、東西方向 10 km、南北方向 10 

km の空間セルに分割した。観測点ペア k の波線は、観測点間を結ぶ直線で近似し、各

波線がそれぞれの空間セル i を通過する距離 dik を求め、以下の式により、観測方程式

を定式化した。 

𝑇𝑔𝑘 =∑𝑑𝑖𝑘𝑠𝑖
𝑖

 

 ここで、Tgk は観測点ペア k の群遅延時間である。si は空間セル i の群速度の逆数で

あり、この解析で解くべきモデルパラメータである。また、解の平滑化のため、２次

元 Laplacian を最小化する拘束条件（Lees and Crosson, 1989）を付加した。観測方
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程式と平滑化拘束条件の式を連立した式を、非負拘束条件付き最小二乗法（Lawson 

and Hanson, 1974）で解いた。その際、平滑化の重みを定義するハイパーパラメータ

は ABIC 最小規準により客観的に決定した。図３－10－(２)−⑤－４は各周期の Love 波

基本モード群速度の空間分布である。実際は、周期 0.2 秒間隔毎に空間分布を推定し

ているが、この図には代表的な周期の結果のみを示す。いずれの周期においても、熊

野海盆内（解析対象領域の北部）での群速度が、外縁隆起帯付近（解析対象領域の南

東部）に比べて小さいことがはっきりと分かる。 

 次に、各空間セルで得られた群速度の分散曲線（周期２～20 秒）をターゲットに、

一次元Ｓ波速度構造を推定した。地震調査研究推進本部による既存の全国一次地下構

造モデル（JIVSM、Koketsu et al., 2012）に組み込むことができるよう、構造モデル

の物性値は JIVSM で与えられているＰ波、Ｓ波速度及び密度のパラメータを参照し

て、表３－10－(２)－⑤－１に示す速度構造モデルを仮定した。なお、Love 波の群速

度の計算には、Ｐ波速度は用いられていない。この解析で推定すべきモデルパラメー

タである各層の層厚はマルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC 法）により推定した。サン

プリング手法は Metropolis-Hastings アルゴリズムを用い、10 万回のサンプリングを

実施した。MCMC 法により得られたサンプルのうち、最初の 5,000 サンプルを burn-in

期間として除却した後、残る 95,000 サンプルの中央値を層厚の推定結果とした。図３

－10－(２)－⑤－５は各空間セルでの一次元Ｓ波速度構造推定結果の例である。この

図には、熊野海盆内（空間セル番号 0408）及び外縁隆起帯付近（空間セル番号 0503）

での結果を示している。熊野海盆内の方が、低速度の堆積層（Ｓ波速度 350 m/s 及び

600 m/s）の層厚が相対的に厚いことが分かる。空間セル番号 0408 では、0.4～0.5 Hz

における観測群速度は理論群速度よりもさらに遅いことから、実際には、Ｓ波速度が

350 m/s よりも遅い層が海底付近に存在しているものと考えられる。図３－10－(２) 

－⑤－６には、図３－10－(２)－⑤－５に示した結果の解のばらつき（ヒストグラ

ム）を示した。解は収束しており、各層の層厚は適切に推定されていることが分か

る。 

 各空間セルで推定された速度層境界深度を地図上に図示した結果が図３－10－(２) 

－⑤－７である。熊野海盆では、盆地を埋積する堆積層（Ｓ波速度 0.35 km/s 及び 0.6 

km/s）の厚さは、最大で約 1 km と推定された（図の右上、Ｓ波速度 1.0 km/s 層上面

深度がそれを表す）。外縁隆起帯付近での堆積層厚は 0.3～0.4 km 程度と推定された。

付加体内部の 1.0 km/s と 1.5 km/s の層の境界深度は 0.9～2.4 km の範囲で、やや複

雑な形状をしている。Ｓ波速度 2.9 km/s 層上面深度は、熊野海盆周辺で、概ね 5.0～

6.5 km であり、この深さは既存の JIVSM のモデルと大きくは異なってはいない。本業

務により、付加体の上部に存在する熊野海盆の堆積層の構造が従来よりも詳細にモデ

ル化することができた。 

 現行の JIVSM では、熊野海盆周辺での付加体をＳ波速度 1.0 km/s の層のみでモデル

化されている。本業務で推定されたＳ波速度構造モデルを JIVSM に組み込むことで、

熊野海盆周辺に分布する低速度の堆積層を地震動シミュレーションに反映することが

できるようになり、南海トラフ周辺で発生する地震による陸域や海域での地震動シミ

ュレーションを高度化することに寄与できる。また、Ｓ波速度構造やそれによる地震
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動サイト増幅特性を用いることで、将来、熊野海盆周辺での海底地震計記録を用いた

震源決定、マグニチュードの早期推定、CMT 解析などを行う際に、走時の観測点補正や

振幅補正、理論地震波形計算に活用できるものと期待される。 

 

表３－10－(２)－⑤－１ MCMC 法で仮定した一次元速度構造モデル  

Ｐ波速度  

（単位：km/s）  

Ｓ波速度  

（単位：km/s）  

密度  

（単位：g/cm3）  

層厚の探索範囲  

（単位：m）  

1.7 0.35 1.80 ０～1000 

2.0 0.60 2.00 ０～2000 

2.4 1.00 2.15 ０～5000 

3.0 1.50 2.25 ０～8000 

5.0 2.90 2.60 半無限層と仮定  

 

 

図３－10－(２)－⑤－４ 群速度トモグラフィにより得られた周期毎の Love 波基本  

モード群速度の空間分布。カラースケールが群速度の大きさを表す。  
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図３－10－(２)－⑤－５ 各空間セルでの一次元Ｓ波速度構造の推定結果の例。（左）地

震波干渉法で得られた群速度（青○）と推定されたＳ波速度構造に基づく理論群速度分散

曲線（赤線）。左上が空間セル番号 0408、左下が空間セル番号 0503 の結果。右端の数値

の深さは各層の上端深度。（右）空間セル番号のインデックスマップ。青色▲印は

DONET1 の観測点。カラースケールは JTOPO30v2 による水深または標高を表す。  

 

 

図３－10－(２)－⑤－６ MCMC 法による推定パラメータの頻度分布  

（左：空間セル番号 0408、右：空間セル番号 0503）。  
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図３－10－(２)－⑤－７ 各速度層の上面深度分布。カラースケールが各空間セルで

推定された各速度層の上面深度を表す。（左上）VS 0.6 km/s 層上面深度、（右上）VS 1.0 

km/s 層上面深度、（左下）VS 1.5 km/s 層上面深度、（右下）VS 2.9 km/s 層上面深度。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 不均質 SMGA 場のモデルと不均質破壊伝播、すべり速度関数の設定方法を 2011 年東

北地方太平洋沖地震の１つの強震動生成域に適用し、経験的高周波数成分を含まない

理論グリーン関数で約３Hz まで広帯域地震動を妥当に生成できる可能性を示した。し

かし、それより高い周波数域で、検証計算に問題がある可能性が考えられるため、解決

のためさらなる作業を要する。 

 熊野海盆周辺に展開されている DONET１の広帯域地震計記録に地震波干渉法を適用

することで得た Love 波基本モード群速度のデータセットを解析し、群速度トモグラフ

ィを行うことで、Love 波基本モードの群速度の空間分布を推定した。各空間セルで得

られた Love 波基本モードの群速度分散曲線を、マルコフ連鎖モンテカルロ法でモデル

化し、熊野海盆周辺の堆積層～付加体の三次元Ｓ波速度構造モデルを高度化した。本業

務で得られた速度構造モデルを実際に組み込んだ地震動シミュレーションを行うこと

で、熊野海盆周辺の速度構造モデルの妥当性を検証することも重要である。 
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⑥ 強震動・津波・地殻変動シミュレーションに基づく地震・津波ハザードの評価 

(a) 業務の要約 

南海トラフ巨大地震の長周期地震動のリアルタイム予測を目指し、震源域近傍での

強震観測データと地震波伝播シミュレーションのデータ同化に基づいて、遠地の平野

での長周期予測の発生予測の有効性を検討した。南海トラフ巨大地震の震源モデルを

用いた模擬観測データを作成し、これを用いた数値実験から関東平野の長周期地震動

の予測精度と猶予時間を評価した。予測時間の高速化と猶予時間の確保に向け、事前に

計算した波動伝播の伝達関数（グリーン関数）を用いた、瞬時の予測手法を開発し、都

心に強い揺れが発生する数十秒前に、最大速度応答スペクトル値の 15〜60％の精度で

予測可能であることを示した。 

1854 年安政東海・南海地震の震源域の境界を確定させることを目的に、既刊地震史

料集の調査によって、史料に残された津波記録・地殻変動記録を抜き出して整理した。

その際、津波高の推定には不適当として取り上げられなかった史料記述も整理した。さ

らに、1854 年の記録と比較するために、1944 年東南海地震・1946 年南海地震の津波記

録・地殻変動記録も整理した。その結果、安政東海地震の南西端は、現和歌山県新宮市

のやや北東付近まで、安政南海地震の北東端は新宮市付近まで達していた可能性が高

いことが分かった。1944 年東南海地震・1946 年南海地震の震源域の境界は潮岬沖であ

るので、安政東海・南海地震の震源域は、昭和よりも約 50km 程度北東であることが分

かった。 

1854 年安政東海・南海地震前後の内陸地震活動の変化をみるために、東京大学地震

火山史料連携研究機構による「日記史料有感地震データベース」から、1853 年〜1857

年における全有感記録を抜き出し、2 ヶ月毎にその有感数の推移を検討した。その結果、

安政東海・南海地震の発生前は、1853 年嘉永小田原地震、1854 年安政伊賀上野地震の

本震・余震による周辺地域の揺れの増加を除く前兆的な揺れの続発などはみられなか

った。また、安政東海・南海地震の発生後は、関東地方〜四国・中国地方にかけての地

域が約半年にわたり有感数が非常に多くなっていることが分かった。その後は、1855 年

安政江戸地震後の関東地域や 1855 年遠州灘の地震後の近畿・中部地方における有感数

の増加はみられるが、徐々に減少していき、1857 年にはほぼ安政東海・南海地震前の

状態に戻っていることが分かった。 
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(b) 業務の成果 

１）強震観測データ同化に基づく南海トラフ地震の長周期地震動のリアルタイム予測 

 南海トラフ巨大地震では、大阪、名古屋、関東などの大型平野で周期２〜10 秒の

長周期地震動が強く発生し、超高層ビルや大型石油備蓄タンクなどの長大構造物と

共振を起こして大きく長く揺すり、被害を起こす恐れがある。長周期地震動は、大

地震の震源から生成した表面波が地表に沿って遠地に伝わり、そして平野の厚い堆

積層で増幅されることで生成する。表面波の伝播速度は S 波より遅く、震源域から

遠地の平野までの到達には数十秒の時間がかかる。そこで、震源近傍でのリアルタ

イム強震観測に基づいて、高速計算により遠地の平野での長周期地震動の発生を即

座に予測して警告する等、災害軽減に繋げることが期待できる。 

 こうした観測データとシミュレーション結果の同化に基づく未来予測は、台風の

進路や雨雲の動き・降水予測などの気象予報で既に実用化している。また、近年で

は海底ケーブル津波観測を活用した津波のデータ同化に関する研究が進行中であ

る（Maeda et al.2015；Wang et al., 2017）。これらの大気や津波を対象とする同

化・予測プロセスに対し、地震動については地震計観測が地表に限定されること、

そして地震波の伝播速度が非常に高速であるという制約がある。また、長周期地震

動（表面波）の伝播評価には、３次元不均地下構造の考慮が不可欠であり、比較的

大規模な計算機資源を必要とする。本研究では、将来のリアルタイム強震観測と高

性能計算環境の元で、南海トラフ巨大地震の長周期地震動のデータ同化・予測の実

現可能性を数値実験に基づき検討した。 

 地震波動場のデータ同化手法には、震度分布の即時予測（Hoshiba and Aoki，2015）

や津波の即時予測（例えば、Maeda et al., 2015）等で広く用いられる最適内挿法

（Optimal Interpolation Method）を採用した。最適内挿法では、粗い強震観測点

で記録された地震波形を空間補間して、シミュレーション結果を補正する。このと

き、観測データが持つ誤差と、地下構造モデルの不確実性が計算結果に与える誤差

の大きさを考慮して最適な同化が行われる。なお、データ同化は地表観測点の位置

でのみ行ない、３次元計算領域全体に対しては行なわないが、表面波の基本モード

のエネルギーは地表付近に集中するために大きな問題はない（Furumura et al., 

2019）。 

 長周期地震動の同化・予測実験を行う領域は、関東〜九州にかけての 1228 km x 

768 km x 100 km の範囲とした（図３－10－(２)－⑥－１）。３次元地下構造モデル

の物性値は、JIVSM モデル（Koketsu et al., 2012）を用いて設定した。計算領域

を 0.24 km の格子間隔で離散化し、３次元差分法により周期 2.7 秒以上の長周期地

震動を計算した。 

 想定南海トラフ地震の震源モデルには、震源からの破壊伝播方向が異なる 1944 年

東南海地震モデルと 1946 年南海地震タイプの二つの地震シナリオ（内閣府，2015）

を用い、３次元差分法計算により地震動を作成した。そして、これを模擬強震観測

データとみなして、地震波伝播シミュレーションと観測データを同化し、遠地の平

野での長周期地震動の発生予測の実験を行った。予測地点は関東平野の中心部の世

田谷とした。また、データ同化を実施する強震観測点は、防災科学技術研究所の K-
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⑤ 巨大地震の震源モデル及び地殻・地盤モデル開発 

(a) 業務の要約 

 プレート境界巨大地震の強震動予測に係る震源モデル構築のため、過去のプレー

ト境界地震について求められた強震動生成域のパラメータ分布を解析し、強震動生

成域となる場の応力降下量分布とすべり分布の不均質性を同定し、これに基づいて、

不均質破壊伝播やすべり速度時間関数の設定法を構築した。この手法を東北地方太

平洋沖地震の１つの強震動生成域に適用して広帯域地震動生成能力を検証し、また、

南海トラフ地震の震源モデルの試作と地震動予測計算を行った。 

 南海トラフ沿いの震源断層から陸域の観測点までの地震波伝播経路の地殻・地盤

速度構造モデルの検証、高度化のため、DONET1 広帯域地震計に地震波干渉法を適用

し、熊野海盆周辺地域における周期２～20 秒の Love 波基本モード群速度の空間分布

を得た。得られた群速度分散曲線を逆解析することで、熊野海盆周辺の堆積層～付加

体の三次元Ｓ波速度構造を高度化した。 

 

(b) 業務の成果 

1)強震動予測のための巨大地震震源モデルの構築 

 強震動予測に必要な周波数帯域は、0.1～10 Hz である（大堀、1997 など）。過去の

プレート境界地震について、この周期帯の震源像（強震動生成域（SMGA）モデル）を

求めた既往研究によれば、この周波数帯の地震動は、断層面積の 10 ％内外を占める

高々数個のパッチ（SMGA）から放射された地震動でほぼ説明し尽くされることを示し
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た。そこで、本業務では、SMGA のみに集中し、その不均質構造を含めた性状を、Mw5.9

～9.1 の過去のプレート境界地震の既往の SMGA モデル（1994 年三陸はるか沖地震：

宮原・笹谷、2004、2002 年宮城沖地震及び 2003～2005 年に千島海溝沿いに起こった

8 個の地震：Suzuki and Iwata, 2005、2003 年十勝沖地震：Kamae and Kawabe, 2004、

2005 年宮城沖地震：Suzuki and Iwata, 2007、1982 年および 2008 年茨城県沖地震：

瀧口・他, 2011、2011 年東北地方太平洋沖地震：Asano and Iwata, 2012）から抽出

することを試みた。 

 SMGA の総面積の断層面積に対する比は、マグニチュードが大きくなるにつれて低

下する傾向にあり、マグニチュード 7 後半では 6 ％程度である。2011 年東北地方太

平洋沖地震については、海溝沿いの深さ 10 km までを差し引いた部分を強震動に関

わる断層面とみなすと、その断層面積に対する全 SMGA の比は 7 %程度である。 

 SMGA の平均応力降下量と面積の関係を調べたところ、面積の小さい SMGA では応力

降下量のばらつきが大きく、面積が大きくなると変動が小さくなることがわかった。

巨大地震で想定されるような 400 km2 以上の SMGA の平均は 26.0±14.3 MPa となる。

この関係は、強震動生成する場の不均質性の特徴を示唆している可能性がある。実際、

SMGA に対応すると考えられる場所と同様な場所で、特に強い短周期パルスを発生す

る小領域が、1978 年宮城県沖地震（松島・川瀬、2006）や、2011 年東北地方太平洋

沖地震（野津，2012；Kurahashi and Irikura, 2013）で見つかっている。 

 応力降下量の不均質分布をモデル化するため、空間的には、k-1 の波数スペクトル

形状を持つフラクタル分布を仮定し、確率分布には対数正規分布を仮定した。応力降

下量分布の k-1 波数スペクトル分布は、地震発生の場は自己相似な不均質性を持つと

いう推測のもと、ブロードバンドで複雑な観測波形を再現するものとして提案され

てきたものであり（Frankel, 1991; Herrero and Bernard, 1994 など）、波形インバ

ージョンで得られるすべり分布の k-2 分布（Somerville et al., 1999; Mai and 

Beroza, 2002）と対応している。確率分布が対数正規分布というのは、すべり量の確

率分布から推定されたものである（Gusev, 2011）。 

 応力降下量の不均質分布のモデルは、既往 SMGA モデルの面積―平均応力降下量関

係を再現するよう、k-1 分布のコーナー波数、および、対数正規分布の形状（平均や

分散に当たるもの）を調整して構築した。なお、収集した過去の地震の既往 SMGA モ

デルでは、SMGA の平均応力降下量の深さ依存性はさだかではなかったため、これを

考慮しなかった。すべり量の不均質分布のモデルは、既往 SMGA モデルの面積―平均

すべり量関係を再現するよう、k-2 分布を仮定して対数正規分布の形状（平均や分散

に当たるもの）を調整した。面積が大きくなるほど平均すべり量が大きくなるという

正の相関も見られ、断層面積が大きくなれば平均すべり量が大きくなるという巨視

的なスケーリング則と関連があると考えられるため、SMGA の平均すべり量が SMGA の

全面積の 1/2 乗に比例するという仮定も入れた。こうして、破壊すれば SMGA となる

場の応力降下量不均質分布と、すべり量の不均質分布を作成した。本業務で不均質

SMGA 場モデルを拘束するのに用いた過去のプレート境界地震の SMGA モデルはすべ

て、日本海溝沿いの地震のものであるが、2016 年三重県沖の地震（Mw 5.9）の SMGA

の平均応力降下量（Asano, 2018）は、日本海溝沿いの地震の SMGA モデルの値のばら
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つきの幅の中の小さいほうの値を取った。現時点の知見では、この不均質 SMGA モデ

ルを南海トラフ沿いのプレート境界地震に適用することは妥当であると判断した。 

 破壊伝播速度の設定方法を探るため、不均質応力降下量分布を仮定した動力学震

源モデルの破壊伝播速度を調べたところ（関口・他，2017）、ばらつきは大きいもの

の、Guatteri et al. (2004)が示したのと同様、破壊エネルギーとは相関があること

が確認された。そこで、Guatteri et al.(2014)が提案する破壊エネルギーから破壊

伝播速度を導く式を使って破壊伝播速度を設定することとした。破壊開始点位置を

設定すれば、破壊伝播速度分布から破壊時刻の分布を計算することができる。 

 この不均質 SMGA モデルの地震動生成能力を確認するため、2011 年東北地方太平洋

沖地震で最初に破壊した SMGA（SMGA1）をこの手法でモデル化し、近傍の、比較的硬

い地盤の観測点（MYG011：K-NET 牡鹿）で理論グリーン関数により波形合成を行った。

東北地方太平洋沖地震の SMGA1 の、不均質 SMGA のモデル化には、Asano and Iwata

（2012）の推定したパラメータを参考にした。大きさ、位置についてはそのままを採

用し、応力降下量、すべり量、破壊開始時刻、破壊伝播速度、ライズタイムについて

は、不均質分布の平均値とした。“地震が起きれば SMGA になるような場の応力降下

量とすべり量の不均質分布”から、SMGA1 と同様の面積で、同様の平均応力降下量、

平均すべり量を持つ部分を切り出して、不均質 SMGA1 モデルの応力降下量、すべり量

分布とした。ライズタイム分布は、すべり量に比例する不均質を導入した。すべり速

度関数は、各部の応力降下量、すべり量、ライズタイムから中村・宮武（2000）に基

づいて作成した。破壊伝播速度分布は、Guatteri et al. (2014) に基づき応力降下

量と破壊開始点からの距離とから計算される破壊エネルギーにより計算し、破壊伝

播速度分布と破壊開始点位置から破壊時刻を計算した。波形合成は、離散化波数法

（Bouchon, 1981）と反射透過係数法（Kennett and Kerry, 1979）の組み合わせによ

り成層構造の理論グリーン関数を 0.1～4 Hz の範囲で計算して行った。要素震源領

域内の破壊伝播の効果、および、地震波の散乱による高周波数での放射特性パターン

の消失効果を考慮した。合成波形のフーリエスペクトルは、3 Hz 以下では計算波形

の radial 成分は観測よりやや過小評価でありながらも周波数変化は整合しているの

に対し、4～5 Hz 付近では計算が大幅に超過しているためである。4～5 Hz 付近のピ

ークは、点震源の足し合わせによる人工的な現象である可能性があり、今後、解決す

る必要がある。しかし、本業務で提案している不均質 SMGA モデルに統計的な高周波

成分を含まない理論グリーン関数の組み合わせで、0.1～3 Hz の範囲の強震動が合成

できる可能性を示していると考えられる。 

 南海トラフの地震に関して、本業務で構築した不均質 SMGA モデル化手法を適用し、

地震動予測計算を実施した。南海トラフの巨大地震モデル検討会・首都直下地震モデ

ル検討会（2015）（以下、内閣府 2015 モデル）で設定された均質な SMGA の位置、大

きさを用い、応力降下量などの設定値をそれぞれのパラメータを平均値の拘束に用

いた。大阪堆積盆地を対象に、0～0.7 Hz の地震動を３次元差分法（Pitarka, 1999）

で理論的に計算した。計算された地震動の最大速度分布を均質 SMGA モデルによるも

のと比較すると、全体的には若干大きくなるが、空間変化の波長が短く、個々の地点

をみると大きくなることもちいさくなることもあった。計算地震動は、均質 SMGA モ
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デルのそれに比べ概ね 0.3 Hz 以上の高周波数成分のレベルが高まっていることが確

認された。 

 

 

図３－10－(３)－⑤－８ プレート境界巨大地震の広帯域強震動予測に係る震源モ

デル構築。過去の地震の SMGA モデルのパラメータ分布を解析し（左）、SMGA と

なる場の応力降下量分布とすべり分布の不均質性を同定し、これに基づいて破壊伝

播やすべり速度時間関数の設定法を構築した（中）。この手法を東北地方太平洋沖

地震の１つの強震動生成域に適用して広帯域地震動生成能力を検証し（右上）、ま

た、南海トラフ地震の震源モデルの試作と地震動予測計算を行った（右下）。  

 

  ２) 地震波干渉法による熊野海盆周辺の地殻・地盤速度構造モデルの高度化  

 南海トラフ巨大地震の地震動予測に必要となる地殻・地盤速度構造モデルの高度

化に関する研究を実施した。本業務では、付加体上の前弧海盆である熊野海盆周辺

を地殻・地盤速度構造モデルの高度化の対象領域とした。プレート境界の上盤側に

位置する付加体が長周期地震動の増幅特性に大きく寄与していることは、2004 年紀

伊半島沖地震の観測記録の分析や地震動シミュレーションからも指摘されており

（Yamada and Iwata, 2005、Furumura et al., 2008、Nakamura et al., 2014）、

震源域と陸域の間に位置する付加体の地震波速度構造を高度化することは、南海ト

ラフ巨大地震の地震動シミュレーション研究の高精度化のためには不可欠であると

考えられる。また、熊野海盆周辺には地震・津波観測監視システム（DONET1）が設

置され、海底地震計が南海トラフ周辺の地震・地殻活動のモニタリングに活用され

るようになった。このため、DONET1 が設置されている熊野海盆周辺の地殻・地盤速

度構造モデルを高度化し、海底の地盤応答特性を明らかにすることは、DONET1 で観

測された地震波形記録を用いたモニタリング研究にとっても有用である。本業務で

は、DONET1 広帯域地震計の連続記録に地震波干渉法を適用することにより、熊野海

盆周辺のＳ波速度構造をモデル化した。 
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 微動や脈動記録を対象に、任意の２観測点間での微動・脈動記録の相互相関関数

を計算し、２観測点間のグリーン関数に関する情報を得る手法である地震波干渉法

の適用が、地震学や物理探査学において、さまざまな地域、空間スケールで広く行

われている。本業務では、DONET1 を整備・運用する国立研究開発法人海洋研究開発

機構地震津波海域観測研究開発センター（当時）より、DONET1 の広帯域地震計 20

点の連続波形データ約 1.6 年分（2013 年１月 15 日～2014 年９月２日）の提供を受

けた。DONET1 の各観測点に設置されている各種の地震・津波センサーのうち、

Guralp 社製広帯域地震計 CMG-3T による３成分の地動速度記録を使用した。２観測

点間相互相関関数の解析手順の骨格は、地震波干渉法の標準的手続きとして提案さ

れている解析手法（Bensen et al., 2007）に従った。まず、各観測点の連続波形

記録を１時間毎のセグメントに分割した（欠測している時間帯のデータは除く）。

DONET1 地震計の設置方位情報（中野・他, 2012）をもとに、水平２成分の波形デー

タの方位が N＋（北向き正）及び E+（東向き正）になるよう座標変換を行った。記

録の基線を補正し、帯域通過フィルター（0.025～2 Hz）を適用した後、時間領域

において、Running Absolute Mean 法（Bensen et al., 2007）による正規化を行っ

た。周波数領域でスペクトルホワイトニングを行い、２点間のクロススペクトルを

成分ペア毎に計算した。これらのクロススペクトルを Fourier 逆変換し、時間領域

の信号に戻した。この操作を全ての利用可能な連続記録に対して行い、それらを時

間領域でスタックしたものを、最終的な相互相関関数とした。スタッキングにより

得られた相互相関関数を座標変換（Lin et al., 2008）することで、Vertical、

Radial、Transverse 成分を作成し、このうちグリーンテンソルの T-T に対応する相

互相関関数を取り出した。２点間の相互相関関数に表面波が卓越している場合、T-

T 成分は、主として２点間での Love 波の伝播に対応する。なお、Rayleigh 波は、

海水層の影響も受けることで、波動場の取り扱いに注意を要するのに対し、Love 波

については、海底面でのせん断応力が０であることから、海底面は自由表面と同じ

取り扱いができる。このため、海底下のＳ波構造を検討する本研究の目的のために

は、Love 波（T-T 成分）に対象を絞って解析した。 

 各観測点ペアで得られた観測点間相互相関関数（グリーン関数）に対して、

Multiple Filter Analysis（Dziewonski et al., 1969）による時間－周波数解析

を行い、Love 波基本モードに対応する波群の群遅延時間を求めた。２点間を伝播す

る表面波の伝播経路を２点間の大円経路で近似できると仮定し、２点間の距離を群

遅延時間で割ることにより、そのペアのその周期における群速度推定結果とした。

いずれの周期においても熊野海盆を横切るペアで特に遅い群速度が得られた。熊野

海盆内では、周期 3.0 秒では群速度約 0.3 km/s、5.0 秒では約 0.4 km/s、8.0 秒で

は約 0.6 km/s であった。外縁隆起帯（観測点 KMC09～KMC12 付近）を主として波線

が通過するペアでは、いずれの周期でも、熊野海盆内に比べて相対的に大きな群速

度が得られた。このように明瞭な空間不均質を示していることから、これを説明可

能な S 波速度構造を推定することを７年間の本業務の最終的な目標とした。 

 次に、群速度を二次元空間にマッピングするため、各周期の Love 波基本モード

群速度を用いた群速度トモグラフィを実施した。群速度トモグラフィの手法は、
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Asano et al. (2017)と同様である。熊野海盆周辺領域を東西方向 10 km、南北方向

10 km の空間セルに分割し、群速度に対する観測方程式を立てた。また、解の平滑

化のため、2 次元 Laplacian を最小化する拘束条件（Lees and Crosson, 1989）を

付加した。観測方程式と平滑化拘束条件の式を連立した式を、非負拘束条件付き最

小二乗法（Lawson and Hanson, 1974）で解いた。平滑化の重みを定義するハイパ

ーパラメータは ABIC 最小規準により客観的に決定した。 

 最後に、各空間セルで得られた群速度の分散曲線（周期２～20 秒）をターゲット

に、そのセルでの一次元Ｓ波速度構造を推定した。地震調査研究推進本部による既

存の全国一次地下構造モデル（JIVSM、Koketsu et al., 2012）に組み込むことが

できるよう、構造モデルの物性値は JIVSM で定義されているパラメータを参照し、

熊野海盆～付加体の構造を S 波速度 0.35 km/s、0.6 km/s、1.0 km/s、1.5 km/s、

2.9 km/s（半無限層）の５層でモデル化した。そして、各層の層厚をマルコフ連鎖

モンテカルロ法（MCMC 法）により推定した。以上の結果を統合し、熊野海盆周辺海

域における各速度層の境界深度をモデル化した（図３－10－(３)－⑤－９）。 

 現行の JIVSM では、熊野海盆周辺での付加体をＳ波速度 1.0 km/s の均一な層と

してモデル化されている。本業務で推定されたＳ波速度構造モデルを JIVSM に組み

込むことで、熊野海盆周辺に分布する低速度の堆積層を地震動シミュレーションに

反映することができるようになり、南海トラフ周辺で発生する地震による陸域や海

域での地震動シミュレーションを高度化することに寄与できる。また、Ｓ波速度構

造やそれから計算される地震動サイト増幅特性を用いることで、将来、熊野海盆周

辺での海底地震計記録を用いた震源決定、マグニチュードの早期推定、CMT 解析な

どを行う際に、走時の観測点補正や振幅補正、地震波形計算に活用することが期待

される。 

 



611 

 

 

図３－10－(３)－⑤－９ 海底地震計記録を使った地震波干渉法による熊野海盆周

辺の地殻・地盤速度構造モデルの高度化。（左上）時間－周波数解析による Love 波

群速度の推定例。（左下）各観測点ペアの波線に対する周期毎の群速度。カラース

ケールが群速度の大きさを表す。（右）群速度分散曲線の逆解析により得られた熊

野盆地周辺での速度構造モデル。カラースケールは各速度層の上面深度を表す。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 過去のプレート境界地震について求められた強震動生成域のパラメータ分布を解析

し、破壊をすれば強震動生成域となる場の応力降下量分布とすべり分布の不均質性を

モデル化し、これに基づいて、不均質破壊伝播やすべり速度時間関数の設定法を構築し

た。この手法を東北地方太平洋沖地震の１つの強震動生成域に適用し、経験的高周波数

成分を含まない理論グリーン関数で約 3Hz まで広帯域地震動を妥当に生成できる可能

性を示した。しかし、本研究を実施して、より高い周波数域で、検証計算に問題がある

ことが分かったため、解決のためさらなる検証をする必要がある。 

 熊野海盆周辺に展開されている DONET1 の広帯域地震計連続記録を解析し、長周期地

震動の生成に関係する周期２～20 秒の範囲で、Love 波群速度を推定した。解析対象周

期帯域では、熊野海盆から外縁隆起帯にかけて、群速度トモグラフィを行うことで、

Love 波基本モードの群速度の空間分布を推定し、明瞭な空間不均質を伴う Love 波群速

度情報が得られた。各空間セルで得られた Love 波基本モードの群速度分散曲線を逆解

析し、熊野海盆周辺の堆積層～付加体の三次元Ｓ波速度構造モデルを高度化した。得ら

れた成果は、南海トラフ巨大地震の地震動シミュレーションやモニタリング研究に資

することが期待できる。本業務で得られた速度構造モデルを実際に組み込んだ地震動



612 

 

シミュレーションを行うことで、熊野海盆周辺の速度構造モデルの妥当性を検証する

ことが重要である。 
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⑥ 強震動・津波・地殻変動シミュレーションに基づく地震・津波ハザードの評価 

(a) 業務の要約 

 可能性の高い南海トラフ巨大地震の震源モデルの提示に向けて、史料調査に基づく

過去の南海トラフ地震の発生履歴とその連動性及び多様性を検討した。これまで南海

トラフ沿いの津波地震と考えられてきた 1605 年慶長南海地震について、史料記述の再

検討と津波シミュレーションにより、南海トラフ沿いの津波地震ではなく、伊豆・小

笠原海溝沿いの M8.5 程度のプレート間巨大地震、あるいはアウターライズ地震である

可能性が高いことを示した。日向灘の M７クラスの大地震と考えられてきた 1498 年明

応日向灘地震について、この地震の唯一の被害記録である『九州軍記』の記述を再検

討することにより、この被害記述は明応日向灘地震のものではないことを示し、1498

年明応日向灘地震は存在しないことを明らかにした。観測データの少ない 1944 年東南

海・1946 年南海地震とその前後に発生した内陸大地震である 1945 年三河地震、1948
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年福井地震について、発生直後に行われた震度アンケート調査を再解析した。その結

果、非常に高密度な震度データが得られた。さらに、得られた高密度のアンケート震

度分布を用いた震度インバージョンから、これらの地震の不均質断層モデルを求めた。

また、データ活用予測研究から得られた現状のプレート境界の応力蓄積状況に基づい

て、地震発生サイクルミュレーションや断層運動の動的シミュレーションから提示さ

れた複数の震源モデルに対して、強震動・地殻変動・津波シミュレーションを進め、

これらの現実的な地震シナリオに対応した、実用的で幅を持つ強震動・津波ハザード

を評価した。陸域と海域のリアルタイム強震観測と高速計算に基づいて、巨大地震の

長周期地震動を即座に把握する、新たな応急対応・防災システムの有効性を示した。 

 

(b) 業務の成果 

 １）史料調査による 1605 年慶長南海地震・1498 年明応日向灘地震の検討 

 慶長九年十二月一六日（1605 年２月３日）の地震（以下、「慶長地震」）は、京都

を含む西南日本では地震動の記録されていないが、九州、四国、近畿、東海から外

房、八丈島にかけての広範囲で大津波の記録が残っているので、南海トラフ沿いの

津波地震と考えられてきた。しかし、同時史料における関東の大地震の記述と、外

房における地震動と大津波の記録は、南海トラフ沿いの津波地震では説明できない。

慶長地震の特徴は、2010 年 12 月 22 日に父島近海で発生したＭ7.4 のアウターライ

ズ地震の特徴（西南日本は無感であったが関東地方以北に震度 1～2 の異常震域を

生じ、父島、八丈島、南関東以西で 50 cm 以下の津波を観測した）と類似している。

したがって、慶長地震は南海トラフ沿いの津波地震ではなく、伊豆-小笠原海溝沿い

の巨大地震であった可能性もあると考えられるので、歴史資料の再調査と津波の数

値シミュレーションから検討を行った。 

 その結果、北緯 30.2°、東経 141.8°付近のプレート間における 100×100km の断

層面に 10ｍのすべり量を与えた断層モデルが慶長地震の津波高を最もよく説明す

ることができた（図３－10－(３)－⑥－12）。また、アウターライズ地震でも、北緯

30.2°、東経 142.5°付近の 100×50km の高角な断層面に 10ｍのすべり量を与えた

断層モデルが、慶長地震の津波高分布を良く説明した。しかしながら、それぞれの

地震の海溝軸方向の広がりについては、少なくとも、10ｍ程度のすべりの破壊が長

さ 100km 以上にわたっては生じていないことが津波シミュレーションから明らかに

なったが、あまり大きくない破壊がどこまで広がっていたのかは、慶長地震の津波

高の記録が少なくて精度もよくないので、明確な結論を出すには至っておらず、今

後の課題である。 
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図３－10－(３)－⑥－12（Ａ）史料に記録された 1605 年慶長地震の津波高分布。（Ｂ）

伊豆・小笠原海溝沿いのプレート間の 100×100ｋｍの領域に 10ｍのすべり量を与え

た津波シミュレーション結果（青）と史料に記録された津波高（赤）との比較。 

 

 次に、史料調査による明応七年六月十一日（1498 年６月 30 日）の日向灘地震の

検討を行った。この地震は、「1948 年明応日向灘地震」として多くの地震学者に受

け入れられている。しかしながら、明応七年六月十一日の地震が日向灘付近の地

震であったとする根拠である九州の大被害の記録は、明応七年六月十一日の地震

から 100 年以上後に書かれた文学作品である『九州軍記』に書かれた記述のみで

あるので、『九州軍記』に記された九州の大被害の記述を、『九州軍記』の成立過
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程を含めて再検討した。その結果、『九州軍記』は草野入道玄厚によって慶長六年

（1602 年）に完成した軍記物語で、九州の地震被害が描写されている「九州大地

震付大旱飢饉事」の被害記述のほとんどが、14 世紀頃に成立した『源平盛衰記』

にある 1185 年の京都付近で発生した地震による京都の被害記述と酷似しているこ

とが分かった（図３－10－(３)－⑥－13）。したがって、『九州軍記』にある地震

被害記述は物語を盛り上げるために記述されたと考えられ、したがって、その被

害記述に基づいた 1498 年明応日向灘地震は存在しなかったと結論した。 

 

 

図３－10－(３)－⑥－13 『九州軍記』において、地震被害記述がある「九州大

地震付大旱飢饉事」。傍線部は『源平盛衰記』における記述と酷似する部分。被害

記述のほとんどが、『源平盛衰記』の記述からできていることが分かる。 

 

  ２）地震直後に行われた震度アンケート調査の再解析による 1944 年東南海、1946 年

1945 年三河地震、1948 年福井地震の稠密震度分布の作成と、震度インバージョ

ンによる断層面上のすべり不均質の推定 

     地震直後に東京大学地震研究所によって行われた 1944 年東南海地震（M7.9）、

1946 年南海地震（M8.0）、1945 年三河地震（M6.7）、1948 年福井地震（M7.1）の

震度アンケート調査の結果を再検討することにより、高密度な震度分布を得た

（図３－10－(３)－⑥－14）。さらに、得られたアンケート震度を用いた震度イ
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ンバージョンから、これらの地震の不均質断層モデルの推定を行った（図３－10

－(３)－⑥－15）。1944 年東南海地震では熊野灘と遠州灘東部において地震波が

強く放射された領域（以下、「アスペリティ」）を持つ不均質断層モデルが推定さ

れ、1946 年南海地震は高知県沖と紀伊水道沖にアスペリティを持つ不均質断層モ

デルが推定された。これらのアスペリティは、神田・武村（2003）による気象庁

震度を用いた震度インバージョンによって求められた短周期地震波発生域と比較

的近い位置に推定されていることが分かった。1945 年三河地震については、震源

付近から仮定した断層面の南東浅部にかけてアスペリティを持つ不均質断層モデ

ルが推定された。推定されたアスペリティと山中（2004）によって近地地震波か

ら推定された大すべり域が比較的近い位置にあることが分かった。1948 年福井地

震については、震源付近の仮定した断層面の深部から南部の浅い領域にかけての

アスペリティを持つ不均質断層モデルが推定された。このアスペリティの位置と

菊地・他（1999）による地震波インバージョンによって推定されたアスペリティ

の位置は、ほぼ一致することが分かった。したがって、高密度に得られたアンケ

ート震度分布から、特に内陸地震に関して、その震源モデルを高い精度で明確化

することが可能であることを示した。 

 

 

図３－10－(３)－⑥－14 地震直後に行われた震度アンケート結果の再検討によ

り得られた、1944 年東南海地震、1946 年南海地震、1945 年三河地震、1948 年福

井地震の高密度の震度分布。 
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図３－10－(３)－⑥－15 1944 年東南海地震、1946 年南海地震、1945 年三河地

震、1948 年福井地震の高密度の震度分布から震度インバージョンによって推定さ

れたそれぞれの地震の不均質断層モデル。 

 

３）想定される南海トラフ巨大地震シナリオに対する地震・津波ハザード評価 

 現在のプレート間の応力蓄積状態に基づき推定された、次に発生可能性の高い

南海トラフ地震モデル・地震発生シナリオに対し、地震動、地殻変動、津波シミ

ュレーションからハザード評価を実施した。そして、地震モデル毎のハザードに

大きな変動を引き起こす原因を検討した。GEONET 地殻変動データ解析から推定さ

れた現在のプレート境界のすべり遅れ分布の蓄積量から考えられる応力場を初期

条件として、地震断層破壊の動的シミュレーションから推定された、地震規模が

異なる二つのモデル（シナリオ①；Mw7.8、シナリオ②；Mw8.4）に対して地震

動、地殻変動、津波ハザードを計算した。 

 

a) 強震動（長周期地震動）ハザード 

 各地震シナリオに対する強震動ハザードは、３次元差分法コード（OpenSWPC；

Maeda et al., 2017）を用いた地震波伝播シミュレーションにより行った。地下

構造モデルには JIVSM（Koketsu, 2012）を用い、周波数 1.5 Hz までの地震波を

計算した。 

 得られた最大速度（PGV）分布（図３－10－(３)－⑥－16(a)）と主要平野の３

地点（東京、名古屋、大阪）での長周期地震動の違いを地震シナリオ①②で比べ
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ると、地震規模の拡大に伴って大きな地動を示す範囲が震源域沿いに拡大するも

のの、元々地動が大きかった地点では地震規模が大きくなっても地動が頭打ちす

る傾向が確認できた。ただし、地震波形については地震規模とともに揺れの継続

時間が長くなりうることに注意が必要である。特に、複数の強震動生成域に隣接

する大阪地点では、それぞれから時間遅れを伴い放射される地震動が到達するこ

とで影響が大きくなる。このように、地震シナリオの違いは各地の揺れの強さよ

りも継続時間に大きな変動を与えることが分かった。 

 

b) 地震地殻変動ハザード 

 地震地殻変動は、半無限弾性体モデル（剛性率 33 GPa、ポアソン比 0.25）を

仮定して Okada (1992)のコードを用いて計算した（図３－10－(３)－⑥－

17(b)）。 

 地震シナリオ①では、震源域周辺の紀伊半島南端に最大 20cm の沈降域が広が

り、和歌山県と奈良県全域が 1cm 以上の沈降となる。地震シナリオ②では、四

国、淡路島、大阪の広範囲が最大 50cm 沈降し、和歌山県は最大 50cm 隆起とな

る。このように、シナリオ毎に隆起・沈降のパターンとその変動量が大きく変わ

ることに注意が必要である。隆起域と沈降域の切り替わりは、内陸への震源域の

拡大範囲に依存しする。南海トラフ地震での地殻変動は、地震後の港湾施設の機

能評価や津波浸水域に大きく影響することから、地震シナリオの検討においては

この観点からの検討が重要となる。 

 

c) 津波ハザード 

 津波高は、非線形長波式の差分法計算により行った(図３－10－(３)－⑥－

17(c))。計算領域を格子間隔 6 分（約 180m）で離散化し、海底摩擦はマニングの

粗度係数=0.025 により与えた。津波計算では、上記の地震地殻変動計算による海

岸線の隆起・沈降量を考慮している。 

 求められた津波高分布は、二つの地震シナリオで大きく異なり、シナリオ②で

は紀伊半島〜四国にかけて５m を越える津波高の発生が確認された。また、紀伊

半島南端では、地震シナリオ間で海岸線の隆起・沈降パターンが反転すること

で、津波高の変化が大きくなることがわかった。陸域に震源域が広がる南海トラ

フ地震の津波ハザードは、地震地殻変動と津波初期波高の相乗効果で決まること

に注意が必要である。  
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図３－10－(３)－⑥－16 地震シナリオ①、②による主要平野３地点（東京、名

古屋、大阪）での長周期地震動の波形（地動速度、EW 成分）と速度応答スペクト

ル（減衰定数＝５％の場合）の (a)関東平野、新宿（K-net TKY007 地点）、(b) 

濃尾平野、小牧地点（K-NET、 AIC002）、(c)大阪平野、此花地点（KiK-net 

OSKH02）。参考として、2011 年東北地方太平洋沖地震における、各観測点の観測

記録による速度応答スペクトルを示す（黒点線）。 
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図３－10－(３)－⑥－17 二つの地震シナリオ①②による地震、地殻変動、津波

ハザードの比較。(a) 地震動シミュレーションから得られた最大地動（PGV）分布。

緑□は強震動生成域を、☆は破壊開始点（震源）を表す。(b) 地殻変動の分布（赤

は隆起域、青は沈降域を表す）。(c) 津波計算により求められた津波高の分布。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 これまで南海トラフ沿いの津波地震と考えられてきた 1605 年慶長南海地震について、

史料記述の再検討と津波シミュレーションにより、南海トラフ沿いの津波地震ではな

く、伊豆・小笠原海溝沿いの M8.5 程度のプレート間巨大地震、あるいはアウターライ

ズ地震である可能性が高いことを示した。しかしながら、断層面がどこまで広がってい

たのかは、慶長地震の津波高の記録が少なくて精度もよくないので、明確な結論を出す
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には至っておらず、今後の課題である。日向灘の M７クラスの大地震と考えられてきた

1498 年明応日向灘地震について、この地震の唯一の被害記録である『九州軍記』の記

述を再検討することにより、1498 年明応日向灘地震は存在しないことを明らかにした。

観測データの少ない 1944 年東南海・1946 年南海地震とその前後に発生した内陸大地震

である 1945 年三河地震、1948 年福井地震について、発生直後に行われた震度アンケー

ト調査を再解析した。その結果、非常に高密度な震度データが得られ、得られた高密度

のアンケート震度分布を用いた震度インバージョンから、これらの地震の不均質断層

モデルを求めた。 

 次に起きうる可能性の高い南海トラフ地震の強震動と津波のハザード予測の高度化

に向け、プレート境界の応力蓄積状態に基づく動的断層破壊伝播シミュレーションで

得られた、地震規模の異なる二つの地震シナリオに対して、強震動、地殻変動、津波ハ

ザードを評価し、また地震毎の変動要因を検討した。その結果、震源域の拡大とともに

強い揺れの範囲は拡大するが、特に揺れの継続時間の変化が大きいことが分かった。一

方、津波ハザードは地震規模の拡大とともに、地殻変動量と初期津波波高の相乗効果で

ハザードに影響するため、地震モデルの設定にはより注意が必要である。特に南海トラ

フ巨大地震の震源域は陸域の下に広がるため、その拡大範囲を適切に与えることが重

要となる。 
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⑦ 史料解析による 1854 年安政東海地震の津波高・津波波源モデルの推定 

(a) 業務の要約 

 静岡県から和歌山県沿岸を対象として、安政東海地震津波に関する史料の再精査を

行い、これに基づいて津波現地調査を実施し、さらに地殻変動量分布を定量的に評価

し、当該沿岸における津波高と地殻変動量の分布の特徴を明らかにした。さらに安政

東海地震の波源断層モデルの再評価を行い、昭和東南海地震の波源域との関係性につ
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いて議論した。その結果、安政東海地震の波源モデル（Mw8.3）が推定された。既往研

究による地震規模と同程度であった。断層すべりの分布については、駿河湾奥では 10 

m 程度のすべりとなっており、遠州灘から熊野灘においては沖側の断層すべりは 10 m

程度である。志摩半島陸側の断層すべりはこれに比較して相対的に小さく、西端の断

層すべりも同様に相対的に小さい傾向にあることが分かった。安政東海地震の波源は、

志摩半島沖～遠州灘西沖で沈降する傾向にある。昭和東南海地震の波源は志摩半島沖

～遠州灘西沖で隆起する傾向にあるので、紀伊半島沖のトラフ軸では両地震ともに大

きな隆起が生じている。以上から、瀬野（2012）が主張している安政東海地震と昭和

東南海地震の津波発生域の相補関係については、一部では相補的な関係が示唆される

ことが分かった。 

 

(b) 業務の成果 

 南海トラフでは M８クラスの巨大地震が 90～150 年程度の間隔で繰り返し発生し、地

震動や津波による大きな被害をもたらしてきた。1707 年宝永地震の際には強震動によ

る震害と巨大津波が南海トラフ沿岸に来襲した。強震動と巨大津波による被害は、1854

年に発生した安政東海・南海地震、1944 年昭和東南海地震、1946 年昭和東海地震にお

いても高知沿岸部で繰り返し起きている。これらの南海トラフ巨大地震の周期性とし

て、これまでは一定のプレート運動速度に基づき、固有の地震断層面における再来発生

間隔が受け入れられてきた（例えば、石橋・佐竹, 1998）。一方、瀬野（2012）は、安

政東海地震と昭和東南海地震の強震動生成領域が相補的であった可能性を指摘し、昭

和東南海地震が安政東海地震の一部で起きたという従来の考えに疑問を呈している。

津波波源域についても同様の観点から再解釈が必要である。安政東海地震の波源モデ

ルについては既往研究（Ando，1975; Ishibashi, 1981; 相田, 1981; 安中・他, 2003）

で検討されているが、いずれも１～２枚の矩形断層モデルであり、昭和東南海地震の波

源域との相補関係を比較できる分解能ではない。波源像再構築のためには本地震に関

する膨大な史料の成立過程や記述の信頼性に関する歴史学的見地からの評価を加えた

網羅的な再精査と、それに基づく津波痕跡高評価が必要であり、そして急務である。 

 本研究では、静岡県から和歌山県沿岸を対象として、安政東海地震津波に関する史料

の再精査を行い、これに基づいて津波現地調査を実施し、さらに地殻変動量分布を定量

的に評価し、当該沿岸における津波高と地殻変動量の分布の特徴を明らかにする。さら

に安政東海地震の波源断層モデルの再評価を行い、昭和東南海地震の波源域との関係

性について議論した。史料精査の対象とした地震資料集は、『増訂大日本地震史料』、『新

収日本地震史料』、『日本の歴史地震史料』、『紀伊半島地震津波史料―三重県・和歌山県・

奈良県の地震津波史料』に掲載されている 1854 年安政東海地震に関する史料 801 点を

抽出した。次に、安政東海地震津波について論じている既往研究において、既に検討さ

れている史料の抽出をおこなった。本研究で対象とした既往研究は、羽鳥（1975，1977，

1980）、都司・他（1991）、行谷・都司（2005）、都司・他（2014）、矢沼・他（2017）、

今井・他（2017）とした。これらの既往論文に示された津波痕跡点について、静岡県か

ら和歌山県沿岸を対象として痕跡情報を抽出し、津波痕跡や地殻変動量に関する情報

が明確化されていない地点を抽出した。 
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 具体例を挙げる。和歌山県有田浦では、二つの新史料（『大地震通浪記録』、『地震津

浪乃記』）に基づいた解釈がなされている（砂川・前田，2016）。安政東海地震では津波

は海岸沿いの街道付近まで到達した程度で家屋の被害は皆無であった。安政南海地震

では大きな揺れの後に津波が来襲し多くの家屋流出が生じたことや有田神社付近まで

津波が遡上したことが記されていた。このことから、有田浦では、安政東海地震時には

目に見えるような地殻変動も生じず、津波も街道の浸水程度であったが、安政南海地震

では津波被害が甚大であったことや津波の明確な到達点がわかる。 

 

 

 図３－10－(３)－⑦－12 津波痕跡高と地殻変動量の分布  

 

 以上のような記述を頼りに、津波痕跡高や地殻変動量を評価した。図３－10－(３)－

⑦－12 に津波痕跡高（a）と地殻変動量（b）の分布を示す。津波痕跡高分布は平的には

10 m 程度であるが、志摩半島東端の国崎と伊豆半島南東の入間において津波高が高ま

っており、それぞれ 22 m および 15 m を越えていた。地殻変動量分布においては、駿河

湾西部沿岸では隆起傾向にあり、駿河湾奥では 3 m 程度の隆起量、湾口西岸の御前崎

付近では１m 程度の隆起量であったことがわかる。また、浜松より西側では沈降傾向に

あり、浜名湖や伊勢湾沿岸で 1 m 弱、熊野灘で 1 m 程度の沈降量となっていた。 

 次に、波源断層の解析を行った。波源断層の断層面は Nakanishi et al.（2018）の

３次元構造モデルを参照した。津波と地殻変動の痕跡の空間分布を考慮し、断層長さが

50km 程度となるように駿河湾沖で６枚、東南海沖 10 枚の小断層を配置した（図３－10

－(３)－⑦－13）。各小断層による津波のグリーン関数は線形長波理論（空間格子間隔

150 m、時間間隔 0.2 s）で計算した。安政東海地震による津波痕跡点は気候研究も含
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めて 283 点であるが、空間格子間隔の関係や精緻な地形復元を行わないと利用できな

い痕跡点（例えば、浜名湖沿岸の痕跡）を除き、同じ集落の津波高は平均値と標準偏差

で代表させ、合計 53 点の痕跡点を利用した。地殻変動量は Okada（1985）の方法で計

算し、既往研究（石橋，1984；Kitamura and Kobayashi, 2016）によるデータを含めて

34 点の痕跡点を利用した。 

 

 

 

図３－10－(３)－⑦－13 本解析で得られた安政東海地震の波源断層のすべり量分布。 

 

 これら津波高と地殻変動量の痕跡分布を説明するための断層のすべり量分布は VR

（Yamamoto et al., 2016）が最適値（=1.0）に近づくように SA（Kirkpatrick et al., 

1983）を用いて推定した。VR は式(1)で定義される。 

𝑉𝑅 = 1 −
∑ (𝑶𝒊 − 𝑪𝒊)

𝟐𝒏
𝒊=𝟏

∑ 𝑶𝒊
𝟐𝒏

𝒊=𝟏

 

(1) 

 ここで、Oi は観測値、Ci は計算値、n は痕跡点数である。本解析では、地殻変動量

と津波高の２つの異なる観測値を扱うため、個々の VR の相乗平均値を参照しながら最

適化を行った。痕跡値には誤差が含まれる場合も多いため±10%の誤差を一様乱数で与

えた 10,000 通りの痕跡分布に対する各小断層のすべり量を評価し、その各平均を代表

値とした。本解析で得られた安政東海地震の波源モデル（図３－10－(３)－⑦－13）の

VR は 0.84、Mw は 8.3 となり、既往研究による地震規模（例えば、石橋, 1994；相田，

1981；安中・他，2003）と同程度である。 

  



627 

 

 

図３－10－(３)－⑦－14  波源断層モデルによる初期波源（図３－10－(２)－⑦－６

を再掲。(a)は 1854 年安政東海地震、(b)は 1944 年昭和東南海地震を示す。 

 

 断層すべりの分布について、駿河湾奥では 10 m 程度のすべりとなっていることがわ

かる。遠州灘から熊野灘においては沖側の断層すべりは 10 m 程度となっており、志摩

半島陸側の断層すべりはこれに比較して相対的に小さく、西端の断層すべりも同様に

相対的に小さい傾向にあることが分かった。安政東海地震と昭和東南海地震による波

源の比較を行った。安政東海地震の波源は志摩半島沖～遠州灘西沖で沈降する傾向に

あり、昭和東南海地震の波源（Baba and Cummins, 2005）は、志摩半島沖～遠州灘西沖

で隆起する傾向にある（図３－10－(３)－⑦－14）。紀伊半島沖のトラフ軸では両地震

ともに大きな隆起が生じている（図３－10－(３)－⑦－14）。以上から、瀬野（2012）
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が主張している安政東海地震と昭和東南海地震の津波発生域の相補関係については、

一部では相補的な関係が示唆される。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 静岡県から和歌山県沿岸を対象として、安政東海地震津波に関する史料の再精査を

行い、これに基づいて津波現地調査を実施し、さらに地殻変動量分布を定量的に評価し、

当該沿岸における津波高と地殻変動量の分布の特徴を明らかにした。さらに、安政東海

地震の波源断層モデルの再評価を行い、昭和東南海地震の波源域との関係性について

議論した。その結果、安政東海地震の波源モデル（Mw8.3）が推定され、既往研究によ

る地震規模と同程度であった。断層すべりの分布については、駿河湾奥では 10 m 程度

のすべりとなっており、遠州灘から熊野灘においては沖側の断層すべりは 10 m 程度で

ある。志摩半島陸側の断層すべりはこれに比較して相対的に小さく、西端の断層すべり

も同様に相対的に小さい傾向にあることが分かった。安政東海地震の波源は、志摩半島

沖～遠州灘西沖で沈降する傾向にある。昭和東南海地震の波源は志摩半島沖～遠州灘

西沖で隆起する傾向にあるので、紀伊半島沖のトラフ軸では両地震ともに大きな隆起

が生じている。以上から、瀬野（2012）が主張している安政東海地震と昭和東南海地震

の津波発生域の相補関係については、一部では相補的な関係が示唆されることが分か

った。 
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